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河合会長 左から、渡部専務、田中理事、浅見副会長、吉田副会長、
河合会長、小室常任理事、岡本常任理事

2025年度SEAJ活動成果報告

当協会では、毎年活動成果報告会を開催し、専門委員会による１年間の活動内容の発表と質疑応答、理事・監事
による表彰を実施しています。今回は6月4日に、昨年同様長瀬産業様のご厚意によりナガセグローバル人財開発セ
ンターにてハイブリッドで開催致しました。表彰式では優秀賞の表彰だけでなく、2025年度の特別表彰感謝状の授
与も行われました。あらためて全15委員会の活動をレポートとして作成いただきましたので掲載いたします。

2026年6月4日開催
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現地参加は88名、Web 参加は168名、
質疑応答もさかんに行われました。

SEAJ の活動へ貢献された方々を特別表彰しました。

河合会長を囲んで委員長が集合。晴れやかな表情が印象的でした。

【優秀賞の表彰】左から篠崎前委員長（安全教育）、鳥越委員
長（装置制御）、山谷委員長（環境情報）、河合会長、荒木委
員長（人財開発）【会場賞の表彰】二階委員長（物流）

表彰式のあとの懇親会では、委員会をまたいだ交流が行われました。
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半導体調査統計専門委員会は、半導体製造装置に関する
需要予測と、統計調査における諸課題の検討をテーマとし
て、12社12名の委員と事務局数名で活動しています。
委員は、ウェーハプロセス、アセンブリ、テストの各分

野から少なくとも1社ずつ参加しており、半導体製造工程全
体をカバーしています。

1.　達成・リソースの基準

①　 世界半導体製造装置統計（SEMS）のプレスリリース
を年4回、SEMI との合同会議を年2回実施する。

②　 需要予測／マーケットセミナー（7月・1月）、中間予測（10
月・3月）を実施する。

③　 精度の高い需要予測数値、および説得力のある内容を
プレスリリースに反映する。

2.　活動・リソースの結果

本年度は、世界半導体製造装置統計（SEMS）の発表を
年4回、SEMI との合同会議を年2回、委員会を月約1回のペー
スで実施しました。
SEMI の統計担当者との合同会議については、2回とも対

面形式で実施し、幅広い意見交換とより深い議論を行うこ
とができ、さらに親睦を深めることができました。
活動の大きな成果として、7月と1月に需要予測数値を記

者会見およびマーケットセミナーで外部発表しました。
具体的な日本製装置の世界販売額予測数値については、

2025年度は7月時点で前年度比2%増を予測しました。2%増
は大きな数字ではないように見えますが、前年の2024年度
に前年度比29%増の4兆7,681億円となり、初めて4兆円超え
を達成したことを考慮すると、決して低い数字ではありま
せん。その後、さまざまな地政学リスクがある中でもAI
向け投資がさらに加速しているとみて、1月には3%増へ上
方修正しました。

（2026/1/15発表数字）

最終的には、中国向けの装置需要が想定ほど落ち込まず、
AI 向けを中心としたファンドリおよびメモリ投資が加速し
たことにより、さらに上振れし、9%増の5兆1,986億円で着
地しました。これは、2兆円を超えるのに22年、3兆円を超
えるのに4年を要したことと比較すると、大幅な伸びです。

そのため、世間での注目度も高まっており、年2回実施す
る記者会見には、これまで以上に多方面から多くの記者が
参加しました。2025年7月3日にコモレ四谷で実施した記者
会見には17社20名、2026年1月15日に東京會舘で実施した記
者会見には23社26名の出席がありました。
前回の予測値から変化した背景、中国への輸出規制の問
題、関税の影響など、広範な内容について質問がありました。
記者会見後には、日本経済新聞をはじめ、多くのメディア
で記事として取り上げられました。

【半導体調査統計専門委員会】
2025年度SEAJ活動成果報告
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また、翌日にはマーケット情報セミナーをWeb 形式で実
施しました。7月のセミナーではOMDIAの南川様と東京エ
レクトロンの前代委員、1月のセミナーではモルガン・スタ
ンレーMUFG証券の和田木様と東京精密の高橋委員にご講
演いただき、多くの聴講者に参加いただきました。

課題とその対応については、より広い分野の情報を収集
し、情報量を増やす必要があると考え、昨年初めに中国市
場に詳しい調査会社MiR 社と新たに契約しました。
中国市場に注目している理由は、2020年以降、中国市場
向けの出荷が増加しており、2024年には中国向け出荷が全
体の40%以上を占め、需要予測に与える影響が大きいため
です。2025年は AI 投資により台湾ファンドリ、韓国メモ
リ向けも増えたことで比率は低下しましたが、依然として
30%以上を占める最大の市場となっています。
また、これまでは PCやスマートフォンの出荷数量・出
荷金額、半導体売上予測が装置需要予測における主要な指
標でしたが、AI の登場により、ここ数年で状況が変化しま
した。AI サーバーに使用される GPU や DRAM（HBM）
が需要の中心となり、ハイパースケーラーの設備投資動向
が重要になっています。
来年度に向けては、この変化を的確に捉え、より正確な
需要予測を立てられるよう、引き続き委員一同で知恵を絞っ
ていきます。

半導体調査統計専門委員会　2025年度委員長　小
お

木
ぎ

曽
そ

康
こう

治
じ

（株式会社アドバンテスト）

日本製装置 推移（地域別）



【FPD調査統計専門委員会】
2025年度SEAJ活動成果報告
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■はじめに

FPD 調査統計専門委員会では、日本製フラットパネル
ディスプレイ（FPD）製造装置の需要予測を行い、会員各
社にご活用いただく情報を提供することを目的に活動して
います。当委員会は以下の7社で構成され、年4回開催の委
員会において需要予測と見直しを行っております。

FPD委員会名簿

作成された予測値は会員各社へ年４回発表しています。
そのうち2回は、記者発表会およびマーケット情報セミナー
において会員外部へも発表しています。
FPD製造装置は、テレビ、ノート PC、タブレット、スマー
トフォン、車載モニタやスマートウォッチなどに搭載され
る液晶（LCD）や有機 EL（OLED）等の薄型ディスプレイ
の製造に使用されており、日本製装置が多数販売されてい
ます。

■2025年度活動報告 

１）委員会の活動内容
主な活動は、大きく3つあります。
・年4回の需要予測会議にて業界動向を分析
・日本製FPD製造装置の需要予測を検討
・予測結果を公表

委員会活動の全体像を以下に示します。年4回の需要予測
委員会、年2回の幹部会審議、そしてそれらの内容を最終的
にプレスリリースや記者発表会で公表しました（7月と1月）。

活動の流れ

２）需要予測の参考情報
委員会では以下の情報を基に議論を進めました。
・統計参加会員企業19社による毎月の販売統計
・外部アナリストからの市場 ･技術動向
・パネルメーカー各社の動き・決算情報
・大型パネル価格の値動き
・委員会内で作成したパネルメーカーの投資見込
・統計参加会員企業による市場見通しアンケート

３）予測結果の報告
例年と同じく、今年度も7月と1月に記者発表会ならびに

記者発表会

活動成果



マーケット情報セミナーを開催し、FPD製造装置の需要予
測、販売額の地域別推移やFPD業界の動向などの情報を発
信しました。7月の記者発表会（コモレ四谷）では、17社 
20名が、1月の発表会（東京會舘）では23社26名が参加され
ました。記者発表の翌日に行ったオンラインでのマーケッ
ト情報セミナーでは、視聴された方々から
・  FPDの中のOLEDパネルの割合や、アメリカの見方など
参考になりました

・FPD市場の環境について非常に勉強になりました
・  注目している中国、インドについて詳細な情報があって
良かったです

などのアンケート結果を頂戴しました。有益な情報をタイ
ムリーに、業界の方々と共有できたのではないかと自負し
ています。

４）需要予測と最終結果
期初に立てた計画は全て達成しました。その上で、今年

度の FPD日本製製造装置販売額の予測誤差は、目標±5%
以内に対し、ほぼ的中の +1.1% を実現しました。昨年度に
続く2年連続の数値目標達成は FPD委員会史上初の快挙で
あり、大変うれしく思っています。急速に変化するFPD業

界ですが、委員会メンバーの肌感覚を信じて、年間を通し
て微調整した結果だと考えています。

■2026年度に向けて

半導体業界同様、FPD業界も急激なAI 需要の影響を受
けて予測不可能な時期に入っています。調査会社情報にと
らわれず、委員会メンバーの市場感覚に沿った需要予測を
心がけ、業界動向を注視すると共に、委員会で活発に意見
を交わしながらFPD製造装置業界の発展に微力ながら貢献
していきたいと考えています。

■おわりに

FPD調査統計専門委員会は、これからも様々な市場動向
や技術動向を基に、より正確な需要予測を目指すために取
り組んでまいります。また予測を検討する中で、FPD業界
における技術トレンドを把握し、対外発表していきたいと
思います。これらの活動が、FPD業界の更なる発展と、継
続的な社会貢献に繋がると期待しています。

FPD委員会

FPD調査統計専門委員会　2025年度委員長　帆
ほ

引
びき

豊
ゆたか

（株式会社ニコン）
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予測誤差

Future



【広報専門委員会】
2025年度SEAJ活動成果報告
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広報専門委員会のメンバー構成は、委員7名と事務局3名
の合計10名です。

活動概要は、SEAJ Journal やホームページなどで発信す
るコンテンツの企画から実施です。半導体業界が日々進展・
変化するなか、常に会員向けには実利があり、また学生や
社会の方々には半導体製造装置業界への理解をより高めて
もらえる情報コンテンツを提供し続けることがミッション
であると考えています。

１．2025年度における主な活動成果

SEAJ ジャーナルやホームページに掲載するコンテンツ
の拡充や工夫を2025年度も引き続き行いました。

まず「教えて！社会人ライフ !!」について。文系の学生に
も活躍の舞台が開けている業界であると理解してもらえる
ように、従来から連載しているエンジニア部門の社員によ
る記事に加え、約1年前からスタッフ部門の社員による記事
の連載を開始し、これまでに人事部門、知財部門、経営企
画部門の社員による記事を掲載しました。

「キャリア＆ライフ」では、社会を先行して進められてい
る会員企業各社でのダイバシティの取組み紹介記事を連載
し、半導体製造装置業界での働きやすさをアピールしてい
ます。

「注目される先端技術解説」では半導体製造装置業界と関
わりが深くタイムリーなテーマを選び、第一人者の方にお
願いしてわかりやすく解説をいただいています。2025年9月
号では『量子コンピュータ』に関する研究内容の紹介を掲
載し、好評をいただきました。

新連載「わが社のおもしろ活動」では、会員企業各社に
おけるユニークな活動をご紹介いただき、読者には社員の
素顔や活気をお伝えして『親しみをもてる業界、会社』と
しても認知が進んでいることを期待しています。

２．ホームページアクセスをめぐる環境変化

ご承知の通り、生成AI の急速な普及は半導体関連業界
にも多くの恩恵をもたらしていますが、その一方で企業や
団体が直接運用する個別サイトへのアクセス数は大幅に減
少しています。
生成AI ブラウザおよび生成AI アプリで出された検索へ
の回答画面は、画面上部にAIが纏めた回答が掲載されます。
この回答で事足りたとして、回答文中や下部に貼られてい
る引用元となった個別のリンク先サイトには訪問しない、
いわゆる『ゼロクリック検索』が増加しています。
「Google 検索経由のWeb サイト訪問数は、2年間で33%
減少した」と報じられています。一方で、SEAJ ホームペー
ジへのアクセスも近年低下しており、2025年度は前年度と
比べて『訪問者数を示すユーザ数』は11%、『ページビュー数』
は13%ダウンしました。これは由々しき事態ですが、減少
幅でいえば先にご説明したWeb 全体での減少率33％と比べ
るとまだ健闘中ともいえます。



当委員会では「AI 検索対策」についてもディスカッショ
ンしています。生成AI による回答との差別化策としては、
『体験談やユニークなコンテンツを重視していくこと』や『X
への投稿からホームページへのアクセスを誘導すること』
などが挙がっています。

３．公式X『SEAJはんぞう』の本格運用

以前より SNS 媒体による発信は構想案には挙げられてい
ましたが、いよいよ2025年度に垂直立上げともいえるスピー
ド感で本格運用を開始し軌道に乗せることができました。
主な目的は、ホームページへの誘導と、若者に浸透してい
る SNS を活用して半導体製造装置業界のプレゼンスを向上
させることです。2023年から SEAJ のセミコンプロジェク
トが期間限定で発信していた公式『X』を活用し、広報専
門委員会から通年で幅広く密に発信する取組みとしていま
す。2025年9月より、まず半導体の製造工程を全39回にわた
り投稿。続いて、セミコンの告知やカウントダウン投稿を
頻繁に行い、セミコン期間中には1日に数回のリアルタイム
投稿を実施しました。

会員企業との相互フォローも功を奏し、最高インプレッ
ション数は1,720を突破、セミコンブースでの装置実機も入
れた投稿も好評でした。
セミコン以降も、週1回の更新を続けています。SEAJ の

キャラクターである『はんぞうくん』を入れてほのぼの感
ある写真とともに、当業界に関係する様々なネタを投稿し
ています。そして、ジャーナルに掲載した記事は登場する
『人』をキービジュアルとして展開発信を続けています。ま
だ本格運用から数か月間ではありますが、フォロワー数も
200名を超え、半導体製造装置業界のプレゼンスとイメージ
の向上には一役買っていると考えています。皆様にもフォ
ローいただければ幸いです。

４．学生向けイベントでのプロモーション

2025年度も人財開発専門委員会による「応用物理学会で
の学生向けセミナー」に9月と3月の２回参加させていただ
き、双方向コミュニケーションツールの Slide も活用して
各回約100名の学生へ SEAJ ジャーナル、ホームページ、公
式Xをプロモーションすることができました。

５．2026年度の重点取組み

１）公式「X」での密な発信を継続します。
　　 魅力的な内容はもちろん、ユーザ媒体への登場機会を

増やす作戦も講じます。
２）  新たな取組みとして、女性技術者による対談企画を開
催し、コンテンツとして発信します。6月と8月に開催
予定です。

３）  学校関係や各委員会との新たなコラボコンテンツを検
討します。

４）学生向けイベントへの参画も継続して行います。

さいごに、広報専門員会の活動は、会員の皆様そして各
委員会のご支援あってこそですので、引き続きどうぞよろ
しくお願い申し上げます。

広報専門委員会　2025年度委員長　宮
みやじま

嶋 利
としあき

彰
（株式会社日立ハイテク）
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【貿易専門委員会】
2025年度SEAJ活動成果報告
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１．委員会概要

貿易専門委員会は、装置・部品輸出時の諸課題解決及び
サポートを活動テーマとし、複雑化する各国の通関業務ま
たは規制強化について調査を行い会員企業にフィードバッ
クする活動を実施しています。当委員会では、ウェビナー
等による知識提供に加え、物流現場の視察を組み合わせ、
実務判断に役立つ情報提供を継続してきました。なお、
2025年度期中には委員の交代があり、現在の体制へ移行し
ました。

２．2025年度の活動概要

2025年度は会員企業向けウェビナーを3回開催し、申込者
数は合計462名（各回120名、195名、147名）となりました。
いずれの回も実務に直結する内容を重視した結果、有意義
評価（Very Good & Good）は全回で90％以上を達成しまし
た。また、福岡・熊本エリアで物流施設視察を実施し、輸送・
通関・保安検査の実態を現場で確認しました。さらに、航
空貨物の爆発物検査強化への対応では、物流専門委員会を
中心とした要望活動に参画し、品質維持と円滑輸送の両立
に向けた実務上の論点整理に協力しました。

３．主な活動内容

（1）インド・中国向け貿易講習会
2025年10月に、インドおよび中国向けの貿易講習会を開
催しました。日本通運株式会社の講師を招き、通関制度や
物流インフラの違い、無償貨物や中古設備など実務上の留
意点を整理しました。特に中国における具体的なトラブル
事例と対応策の共有が高く評価され、2年連続で高水準の有
意義評価を得ています。

（2）安全保障貿易管理説明会
2025年12月に、日本真空工業会との共同開催により実施
しました。講師には一般財団法人安全保障貿易情報センター
（CISTEC）の講師を招き、外為法および米国輸出管理規則
（EAR）を中心に、半導体装置分野の最新規制動向を解説
いただきました。リスト規制やキャッチオール規制、エン
ティティ・リスト等の実務影響を整理し、取引判断のため
の視点を提示したことで、実務に直結する内容として高い
評価を得ています。

（3）危険物国際輸送講習会
2026年2月に開催した講習会では、日本通運株式会社の講
師を招き、航空（IATA危険物規則）および海上（IMDGコー
ド）の輸送ルールを解説いただきました。リチウム電池な
どの危険物について分類・申告・梱包要件を整理するとと
もに、事故例を通じて荷送人責任の重要性を共有しました。
海上輸送に関する内容を加えたことで、輸送手段全体を俯
瞰した理解促進につながっています。



（4）物流施設視察
2025年6月に福岡・熊本エリアで物流施設視察を実施しま
した。税関、物流拠点、港湾、空港貨物地区を訪問し、保
安検査や貨物ハンドリングの実態を確認するとともに、関
係者との意見交換を行いました。これにより、制度理解に
加え、現場実務との整合を踏まえた知見の蓄積を図ってい
ます。

（5）爆発物検査強化への対応
航空貨物の爆発物検査強化に関しては、物流専門委員会
を中心とした活動に参画し、国土交通省への要望内容の整
理に協力しました。検査手法や検査環境が製品品質および
物流に及ぼす影響を踏まえ、非開梱検査や検査環境整備等
に関する実務上の観点から検討に関与しました。また、フォ
ワーダーとの連携強化を通じて特定荷主認定の取得の推進
にもつなげました。検査強化後も大きな混乱はなく、円滑
な航空輸送の維持に寄与しています。

要望内容 対応結果
非開梱検査 品質リスクの低減
KS取得促進 円滑な輸送の維持

４．今後の展望

2025年度の活動を通じ、輸出管理規制の複雑化に加え、
ウェビナー参加者の経験レベルが二極化傾向あることがわ
かりました。
今後はウェビナー開催を継続しつつ、事例をより充実さ
せ、経験レベルの異なる参加者が要点を持ち帰れる構成を
目指します。
また、各国の規制改正や国際情勢の変化を継続的に注視
し、会員企業にとってタイムリーで有用な情報提供を行っ
ていきます。
引き続き、実務に即した情報発信を通じて、会員企業の
国際事業活動を支援してまいります。

 貿易専門委員会　2025年度委員長　小
お

原
はら

哲
てつ

治
じ

（株式会社アルバック）
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【人財開発専門委員会】 優秀賞
2025年度SEAJ活動成果報告

SEAJ Journal 2026. 9 No. 19444

人財開発専門委員会は2021年7月に発足した専門委員会で
す。委員会発足前のプロジェクト活動開始から9年になりま
す。現在、会員18社25名、事務局4名、計29名で活動してい
ます。

■組織と役割

人財開発専門委員会は「人」にこだわり、全世代に対し
てアプローチすることを目標にしています。小学生から大
学生、そして社員を対象に「場」の形成を中心に据えて活
動しています。その組織・役割分担はWG（ワーキンググルー
プ）とチームの形式にしています。2025年度からデータ班
を連携WGとし、体制強化を図り、委員会メンバー自身の
学びの場の形成、成長促進につながっています。また新規
委員加入もあり活動が益々活性化しています。

人財開発専門委員会　組織図

■2025年度活動

（１）学会WG　応物・精密チーム
2018年3月応用物理学会にて「就活生必見！」シンポジウ
ムをスタート、今年3月に第14回を開催しました。「学生に
来てもらうのではなく、会いに行く」をテーマに、毎回200

名の参加がある定番のイベントです。今年の秋は札幌で「就
活生必見！半導体産業は人財の宝庫　～世界で活躍するエ
ンジニアたち～」と題し2026年9月9日に開催します。

応物ポスター５年

2024年度から精密工学会とも合同でシンポジウムを秋春
の2回開催しています。どちらも200名を超える参加者があ
り、応物と同様に、インターネットツールの「Slido」を利
用した学生との交流は業界のアピールにつながっています。

（２）大学WG関西・関東チーム
2018年12月立命館大学において「業界研究 若手技術者が
経験を語る2018」を開催して以来、応物学会同様「会いに
行く」をテーマに掲げ、24年度から熊本大学を加えた6大学
において学生向けに半導体業界をアピールするイベントを
開催しています。会員各社の技術者が自らの経験を学生に
伝え、ひいては採用につなげられるよう、活動を継続して
います。各大学の先生方や就職担当者とのパイプもでき、
情報交流もより活発になってきました。また6大学以外の大
学や高専にも広く声を掛ける合同イベントも2回開催しまし
た。
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業界研究 大学・学会 講演実績

（３）高校高専WG
九州・北海道エリアの活性化に伴い、各高専の動きもよ
り活発になってきています。JEITAと連携した出前授業を
中心に、多くの高専と交流を進めています。25年度は26の
高専で講演しました。

（４）小中学校WG
経産省こどもデーは、2022年度から会員２社で参加再開

しました。23, 24, 25年度は3社、今年度も3社で参加予定です。
夏休み中の開催ということもあり、課題解決のテーマに注
目が集まっています。小学生時代の体験は将来の職業選択
に影響することもあり、この世代へのアプローチも非常に
重要であると認識しています。

（５）開発WG
新たな大学へのアプローチや社員教育プログラムのよう
なコンテンツ制作を行っています。今年度も引き続きマン

スリーセミナーの定着に注力しました。運営委員会チーム
活動の運営委員会活性化の一環として開催していた運営委
員会特別講演を引き継ぎマンスリーセミナーと改称し、各
種専門家を招聘して講演会を開催しています。25年度は10
回開催しました。Web 併用し毎回100名程の参加がある学
びの場になっています。2月は過去最高の約500名の参加と
なりました。

（６）連携WG
新たに開設したデータ班は、上記で紹介したWGの活動
を支えています。議事録や広報ツール、撮影した写真の保
管を行うほか、「Slido」のオペレーション、アンケート結
果の分析なども行っています。

■今後の展開

25年度は7名の新規委員登録がありました。新委員が活躍
できる場として、人事関係者も増えたことから人事関連イ
ベントを開催する人事プロジェクトを立ち上げました。人
事関係者のコアな会話が展開されています。今後もこれま
で以上に新たなアイデアを出し、また関係者の意見を取り
入れながらイベントの展開を図ります。「コトづくり」のメ
ンバー、人財開発専門委員会の活動にご期待ください。

人財開発専門委員会　2025年度委員長　荒
あら

木
き

浩
ひろ

之
ゆき

（株式会社 SCREENホールディングス）

運営委員会
マンスリーセミナー
実績



【物流専門委員会】 会場賞
2025年度SEAJ活動成果報告
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１．委員会の活動目標と構成メンバー

本委員会は2025年度より専門委員会として活動いたしま
した。半導体製造装置の品質を確保しつつ、持続可能かつ
効率的な物流を推進し、会員間でベストプラクティスを共

有することを目的とし、製造装置メーカーと物流サプライ
ヤー合わせて計25名で構成されております。各社との協業
活動を通じ、物流自主行動計画を達成することを大きな目
標と掲げ活動して参りました。

２．主な活動計画と成果

2025年度の主な活動は三点です。
一つ目はトラックの荷待ち・荷役時間を把握し、改善度

合いを測れる環境整備について説明会・意見交換を開催し、
各社の意見を交わしました。活動の背景には『物流効率化法』
（2026年4月義務化）の施行があり、物流サプライヤーに限
らず、荷主（製造装置メーカー）としての責務と対応につ
いて、さらにCLO（物流統括責任者）選任や中長期計画作成、
年次報告の必要性を共有いたしました。会員の一部は入退
場予約システムを導入し、荷待ち時間が概ね2時間前後であ

ることが確認でき、当委員会の自主行動計画は将来リスク
回避に繋がるとの理解を得ました。
二つ目はトラック輸送から船舶へ切り替えるモーダルシ

フト推進に向け、6月に会員間で意見交換を行い、モーダル
シフトの必要性と課題を把握。翌３月には海上輸送の実態
把握するため見学会を横浜港にて実施し、物流業界と装置
業界の協調を実現しました。大型貨物の物流現場をみて、
意見を交わしたことで品質を担保するための「荷主」と「物
流サプライヤー」、各々の視点でポイントを認識することが
できました。
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三つ目の活動は2026年1月施行の『航空貨物爆発物検査強
化』への対応です。半導体装置は輸出割合が高く、リード
タイムと品質に大きな影響があるため、業界特有の課題を
早期に検討しました。2025年6月に説明会を開催し、8月に
成田空港の貨物施設見学、9月に国土交通省や物流専門委員
会での意見交換を実施。12月には一般社団法人航空貨物運
送協会（JAFA）と運用面の実行性について協議し、翌1月
の制度施行に合わせた運用を開始、2月に施行後フォロー
アップを行いました。成果としては、2025年10月に国土交
通省へ要望書を提出し受理され、12月には経過措置が取ら
れ、会員への対応準備の周知を得ました。この活動を通し
た意義としては三点挙げられます。第一に、貿易・物流の
二専門委員会による合同での対応により業界連携が深まっ
たこと。第二に、SEAJ を通じて国土交通省や JAFAから
制度理解と要望受理を得られたこと。第三に、顧客へのリー
ドタイムと品質の担保が可能になったことです。これらに
より、空港視察や意見交換を通し、適切な要望提出と混乱
回避が実現できました。

３．今後の活動と目標

物流企業と装置業界が協調して活動した結果、各制度施
行前に適切に各社情報収集と対応ができ、大きな混乱を回
避し委員会としての通期目標を達成することができました。
今後は、物流効率化法への対応を深ぼりした対応を継続し
つつ、当業界における物流標準化モデルを目指したお客様
へ物流面においても貢献できる施策・仕組を創ることを目
指して活動して参りたい所存です。

物流専門委員会　2025年度委員長　二
に

階
かい

史
し

朗
ろう

（東京エレクトロンBP株式会社）



【ウェーハプロセス専門委員会】
2025年度SEAJ活動成果報告
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1．背景（半導体産業を取り巻く環境）

半導体産業は、デジタルトランスフォーメーション（DX）
の進展、AI の普及、IoT の拡大を背景に、その戦略的重要
性は増すばかりである。これに伴い、半導体製造装置業界
には、常に最先端技術への迅速な対応と持続的なイノベー
ション創出が求められている。このような状況下、SEAJ
ウェーハプロセス専門委員会は「ウェーハプロセス最新技
術動向の調査研究」を活動テーマとして掲げ、業界発展へ
の貢献を目指し、多岐にわたる活動を展開してきた。

2．本委員会の活動目的と体制（2025年度）

本委員会は、先端ウェーハプロセスに関する最新技術動
向の調査研究を通じて知見を深め、革新的な製品創出に資
することを目的に活動しており、2025年度は22社27名の委
員で構成し、委員会を中心に講演会や技術情報の共有、な
らびに成果の取りまとめを行った。

3．2025年度の成果（装置共通ロードマップに向けた整理・
発信）

まず本年度の活動ゴールとしては、半導体・FPD 製造装置
産業の発展に資することを掲げ、国内半導体・FPD製造業界
の発展に重点を置いた。前期の成果としては、装置共通の技
術ロードマップ作成に向けて、「装置のあるべき姿」について
委員会内で議論を重ね、これを7つのカテゴリとして整理した。
あわせて講演会を7件実施し、外部講師による講演3件、委員
による講演3件、ならびに SDRJ（システムデバイスロードマッ
プ産学連携委員会）とのコラボレーション講演1件を通じて、

幅広い視点で技術課題の理解と今後の方向性の検討を進めた。
また、外部発信として「SEAJ Journal」への掲載を行い、東
北大学の松八重教授のご見識を踏まえた内容を広く共有した。

４．本年度の成果の核（「装置のあるべき姿」の方向性定義）

本年度の成果の核は、「装置のあるべき姿」に関する方向性
の定義である。委員会にて委員各社からアイデアを持ち寄り、装
置共通技術のロードマップ作成のベースとなる整理を行った。前
年度に整理した重点項目についても、クリーン化技術、材料化学、
協調ロボットといったテーマを中心に詳細な検討を実施し、実装
に向けた論点の明確化を図った。具体的には、装置側の技術
課題に加え、運用・保守や環境対応まで含めた“あるべき姿”の
方向性を言語化し、今後のロードマップへつながる構造を作った。

５．課題と今後の方針（ロードマップへの落とし込み）

一方で課題としては、定めた「装置のあるべき姿」を、装置
共通の技術ロードマップへ具体的に落とし込むことが挙げられる。
今後、本年度の整理結果を基に各項目について議論を重ね、共
通技術ロードマップとして拡充していく計画である。そのために、
重点調査を行うとともに、多様な技術交流と成果発信を推進する。
AI、IoT、材料科学といった異分野の専門家を招いた講演会を
開催し、技術融合を促進することで、新たな切り口や実装上の
要件を明確にする。さらに、SEAJのWebページやジャーナル
等のインフラを活用し、活動成果の継続的な情報共有を行う。

６．今年度の主な成果

今年度の主な成果としては、外部発信（成果1）と、装置の
あるべき姿の提示（成果2）の2点を報告する。外部発信では、
「SEAJ Journal 2025年12月号（No.191）」への掲載を行った。
講演会についてはWEB 視聴を含め76名が参加し、半導体成



長の恩恵を享受しつつ、資源効率・循環化・製造由来のGHG
削減に取り組む必要性を共有した。半導体需要の拡大に伴い、
資源調達、環境負荷、地政学リスクといった課題が顕在化して
いる背景を踏まえ、サステナブルな製造に向けた視点を補強す
る内容として位置づけている。
成果2として、装置のあるべき姿を提示した。本委員会では、

委員各社から集まった約230件のアイデアを精査し、装置共通
技術の方向性として整理することを目的に検討を進めた。具体
的には、分類・重複排除・要点抽出の段階において生成AI
を用いて作業を支援し、作業効率と整理の一貫性を高めた。
加えて、抽出結果の妥当性や表現の適切性、期待効果の整合
性など、内容の最終評価と確定は必ず委員会にて実施している。
このプロセスにより、膨大なアイデアを単に集約するのではなく、
業界として共有すべき示唆へと組み立てることができた。
その結果、230件のアイデアは7つのカテゴリに集約された。

さらに、その中から特に今後の装置設計・開発・運用におい
て波及効果が大きく、かつ業界横断で整備を進める意義が高
い領域として、3つの重点領域を抽出した。以下は、その「装
置のあるべき姿」として示す3つの領域である。

第一の重点領域は、装置の自律化・自動化である。背景には、
深刻な人手不足と、現場ごとに異なる装置稼働に起因するばら
つきがある。装置の性能を安定的に発揮するためには、運用
や保守に依存する部分を可能な範囲で標準化し、熟練者の経
験に過度に依存しない状態をつくる必要がある。そこで主要施
策として、装置自身が故障を検知・補正し、将来の故障を予
測する自己診断・自己補正・予知保全機能の導入を掲げる。
あわせて、故障の予兆検知だけでなく、保守作業そのものを
無人保守へつなげる運用体系の整備が重要となる。具体例と
して、メンテナンスロボットの導入や、遠隔支援による作業支
援を想定している。こうした取り組みにより、装置稼働率の向
上が期待されるだけでなく、現場の属人化を抑制できる。結
果として、安定稼働と生産性の両立、ならびに人材不足下でも
継続可能な運用モデルの構築へとつながる。
第二の重点領域は、開発革新、特にデジタル手法の活用で

ある。装置開発は一般に長期化し、評価に多大なコストとウェー
ハ枚数を要する。さらに、実機を中心とした検証プロセスでは、
装置の多様性や評価条件のばらつきが、再現性の課題となりや
すい。そこで、主要施策として仮想評価やデジタルツインを用い、

実機を使わずに検証できる仕組みを普及させることを挙げる。こ
れにより、開発の上流段階でリスクを洗い出し、設計や条件設定
を改善できるため、評価段階での手戻りを減らすことが可能とな
る。加えて、レシピ作成支援や共通チェック項目の整備を通じて、
知見の共有と品質の均一化を促進することも重要である。こうし
た仕組みが実装されれば、開発サイクルは短縮され、実機評価
に伴うウェーハ消費が削減される。結果として、時間とコストの両
面で効率化が図られ、単に開発期間を縮めるだけでなく、限ら
れたリソースをより価値の高い検証に振り向けられるようになる。
第三の重点領域は、環境対応と信頼性の強化である。半

導体製造に関わる環境要求は年々強化されており、加えて技
術流出のリスクや、装置資産の経年劣化も無視できない課題と
なっている。これらは単なるコンプライアンス対応にとどまらず、
事業継続やブランド信頼にも影響するため、装置のライフサイ
クル全体での考え方が必要となる。対策としてまず、排ガス・
排液を回収し再利用するための設計指針を業界で共有すること
が重要である。これにより、装置ごとに対応がばらつく状況を
減らし、規制対応の共通基盤を整備できる。また、部品のトレー
サビリティを確保し、改造や不正な改変を検知する運用指針を
整備することも必要である。これにより、輸出管理や模倣対策
の強化に加え、不適切な変更による性能劣化や事故リスクの低
減にもつながる。さらに、整備履歴と品質基準を可視化し、整
備記録と品質管理を徹底することで、装置の性能維持と稼働
安定性が向上する。長期的には、運用効率の改善や寿命延伸、
運用リスクの低減が期待される。結果として、サステナブルな
運用と信頼性の確保を両立できる領域として位置付けられる。

7. まとめ

成果2では、委員各社から集まった230件のアイデアを7カ
テゴリに整理し、その中から今後の波及効果が大きい重点3
領域を抽出することで、「装置のあるべき姿」を明確化した。
これは、単なるアイデアの列挙ではなく、業界共通で参照
できる方向性として、装置開発・運用の論点を整理し直し
たものである。なお、本指針は業界全体の進むべき方向を
示す性格を持つため、具体的な導入方法や導入時期、投資
判断は各社の事業戦略に委ねられる。一方で、委員会とし
ては、各社が自社の技術戦略や製品開発を検討する際に共
通の参照軸として活用できること、また議論のベースとな
る共通言語を提供できることを狙いとしている。
今後は、この重点領域を基に委員会内で検討を継続し、

装置共通の技術ロードマップへ展開することで、検討内容
を実行へとつなげていく。さらに、2025年度の成果を土台
として、次年度以降も技術交流と成果発信を継続し、業界
全体の競争力と持続可能性の向上に貢献していく。

ウェーハプロセス専門委員会　2025年度委員長　秋
あきもと

元 敏
としかず

和
（東京エレクトロン株式会社）
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はじめに

半導体製造装置業界において、リソグラフィ技術は微細
化の到達点と歩留まり改善の両面を支配する基盤領域であ
り、人工知能（AI）サーバ需要の拡大やアドバンストパッ
ケージの本格化に伴い、その重要性は一段と高まっている。
装置・材料・デバイスの相互依存が深まるなかで、サプラ
イチェーン全体の動向を俯瞰し、最先端ノードと量産現場
の双方の視点から技術課題を整理することが、会員各社の
事業戦略立案に直結する。リソグラフィ専門委員会では、
2025年度も「最新技術動向の調査・研究」と「有益な情報
共有の推進」という協会方針に沿って活動を展開し、装置・
材料・デバイスの境界を越えた議論を通じて会員価値の最
大化を図ってきた。本稿では、2025年度の活動成果を総括
するとともに、今後の活動の方向性について概観する。

１．委員会体制と活動方針

本委員会は、露光装置、光源、マスク、材料、計測など
リソグラフィ関連領域を担う委員11名で構成されている。
装置メーカーから計測機器メーカーまで幅広い企業が参画
しており、サプライチェーン全体を俯瞰できることが本委
員会の特長である。
2025年度は学会聴講と技術講演会の二軸を中核に据え、

調査結果の体系化と会員還元を一貫したフローで運用した。

２．学会聴講・知見共有の実績

学会聴講報告は期初目標の年間5件に対し、目標比240%
となる12件を達成した。図に示すとおり、米国カリフォル
ニア州で開催された国際会議に加え、横浜・京都・東京で
開催された国内の主要学会やシンポジウムを網羅的にカ
バーしており、リソグラフィ関連領域の全レイヤを射程に
収めている。聴講テーマは高開口数極端紫外線露光装置
（High-NA EUV）の量産展開、先端マスク技術、デバイス
ロードマップ、EUV光源の高出力化、アドバンストパッケー
ジにおける3D化など多岐にわたり、各報告は委員会内で発
表・討議のうえ要点を整理した。これにより、会員各社が
単独では収集困難な国内外の最新情報を委員会として吸収
し、共通認識化することができた。

３．技術講演会の開催と評価

技術講演会は期初目標3件に対し、目標比200%の6件を開
催した。後工程、自己組織化リソグラフィ（DSA Lithography）、
計測、光源、EUVなど注目分野を取り上げ、詳細は一覧表
に示すとおりである。延べ参加者は383名にのぼり、アンケー
ト満足度は90%以上を記録した。装置・材料・デバイスメー
カーが一堂に会した議論により、各社単独では得難い横断
的知見が創出され、講演後の質疑応答や個別ディスカッショ
ンを通じて実装段階の課題や解決アプローチの共有が進ん
だ。



４．抽出された3大潮流

2025年度の学会聴講報告・主催講演会内容を横断的に分
析した結果、業界全体に通底する3つの構造的潮流を抽出し
た。第一は、次世代 EUV 技術の発展である。Hyper-NA 
EUV 機の開発が2030年に向けて進展し、光源についても
1kW級の高出力化が現実味を帯びてきた。これにより論理
デバイス・メモリ双方の微細化ロードマップが明確化され
つつあり、装置の高NA化に伴うレチクル仕様の見直し、
光学系の歪み補正、レジスト感度の最適化といった連鎖的
な技術課題が顕在化している。第二は、微細化手法の多様
化である。EUV一辺倒の時代から、DSAによる超微細ピッ
チ実証、Litho Booster による貼り合わせオーバーレイの1
桁ナノメートル台への大幅改善、NIL（ナノインプリント）
の平坦化応用といった選択肢が拡大しており、デバイス特
性に応じて手法を「選択・共存・補完」する段階に入った。
アドバンストパッケージにおける配線層形成では、KrF・i
線といった既存リソグラフィ技術の再評価も進んでいる。
第三は、計測・プロセス連携と環境対応の加速である。測
長走査電子顕微鏡（CD-SEM）の100V 以下への低加速化、
フィードフォワード／フィードバック計測連携の進展に加
え、光源電力削減や使用ガス削減といった環境負荷低減の
取り組みが業界全体で本格化しており、装置スペックは性
能・スループット・環境影響の三軸で評価される時代に入
りつつある。

５．2026年度の重点テーマ

2026年度は、2025年度に得られた知見と課題認識を踏ま
え、デバイス／プロセス、マスク、EUV、レジスト、AI 活
用の5分野を重点テーマとして取り組む予定である。具体的
には、2nm世代以降の工程要求、Curvilinear マスクと検査
管理、High-NA EUVのロードマップ、次世代レジスト材料、
設計・条件最適化へのAI 活用などを継続的に調査し、会
員各社に有益な情報提供を行っていく。

むすび

2025年度は、学会聴講報告12件、技術講演会6件を通じて、
リソグラフィ関連領域の最新動向を幅広く把握するととも
に、会員各社に対する情報共有と知見の還元を着実に進め
ることができた。とりわけ、学会聴講と講演会開催を連動
させた活動により、技術潮流の把握から会員価値への展開
までを一貫して実行できた点は、本委員会の大きな成果で
ある。2026年度も、これらの成果を基盤として活動の質を
さらに高め、会員各社にとって有益な情報発信と議論の場
づくりを継続していく方針である。

リソグラフィ専門委員会　2025年度委員長　佐
さ

藤
とう

浩
ひろ

司
し

（株式会社ニューフレアテクノロジー）
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1.　検査専門委員会の構成メンバーと活動の概要

検査専門委員会は、アドバンテスト、ヴイ・エス・テク
ノロジー、シバソク、東京エレクトロン、東京精密、テセッ
ク、テラダイン、テラプローブ、日本マイクロニクス、浜
松ホトニクスの10社・15名で構成されています。
本委員会では、半導体市場および技術動向、ならびに検

査装置に対する要求仕様などについて調査を行っています。

2.　2025年度の活動テーマ

2025年度の活動テーマは、アドバンストパッケージに関
する技術動向の調査および課題の検討としました。本テー
マの初年度として、主に以下の活動を行いました。
- アドバンストパッケージに関する技術情報収集
- 検査への影響および課題の整理
- 次年度に向けた深掘りテーマの選定

3.　主な活動内容

2025年度の主な活動を以下に示します。以下の活動を軸
として、情報収集および整理を実施しました。
- 基礎理解の強化を目的とした講演会の実施
- パッケージング関連学会・セミナーへの参加および知
見共有 

- 技術資料の読み合せによるロードマップの理解
- 検査観点での課題抽出と委員会内での共有
特に、7月2日に実施した講演会では、アドバンストパッ
ケージの基礎に関する解説を通じて理解の底上げを図りま
した。ヌヴォトンテクノロジージャパン、大阪大学研究員
の吉田浩芳様に講演を行っていただき、SEAJ 会員企業様
も含め計95名の参加者があり、大変好評をいただきました。

また、吉田様を通じて、本講演を契機として JEITAとの
交流活動を開始する契機となりました。
また、検査専門委員会向けに、アドバンストパッケージ
ングの電気的検査の課題につき、追加解説も行っていただ
きました。

4.　活動の成果

本活動を通じて、以下の知見が得られました。
- アドバンストパッケージでは、製造工程の各段階で検
査工程が追加される「Test Insertion」が進展している

- チップレット化の進展により、KGD / KGI / KGSDと
いった段階的な良品保証の重要性が高まっている

- テストは、単なる品質確認工程から、歩留まり・性能・
信頼性向上に寄与する価値創出プロセスへと変化して
いる

〈アドバンストパッケージにおける検査の特徴〉
図1は、アドバンストパッケージにおける代表的な製造お
よび検査フローを示しています。従来のパッケージと比較
して、アドバンストパッケージでは以下の特徴があります。
- 多数のチップレットおよびインターポーザ、HBMなど
3Dスタック済みデバイスの集積

- 製造途中段階における検査工程および内容の増加（Test 
Insertion）

後工程に進むほど不良時の廃棄コストが増大するため、
各構成要素に対してKGD（Known Good Die）/ KGI（Known 
Good Interposer）/ KGSD（Known Good Stacked Die）の
良品保証が求められます。
また、高発熱化への対応として、高速・高精度な温度制

2025年度の主な活動内容
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御を伴う検査が必要となるケースも拡大しています。

〈検査技術における課題〉
アドバンストパッケージでは、以下のような課題が顕在
化しています。
- I/O の狭ピッチ化により、全端子へのコンタクト検査
が困難

- 高速信号・大電力化による発熱
- 電源供給の複雑化
これらに対して、DFT（Design for Testability）の高度
化が進んでおり、設計初期段階から検査を考慮した開発が
不可欠となっています。 
また、2.5D / 3D パッケージを対象とした標準化も進展し

ており、複数ベンダのチップレット混載環境におけるテス
ト技術の確立が求められています。

〈テストの役割変化〉
従来、テストはコスト要因と位置づけられることが多く
見受けられましたが、アドバンストパッケージでは以下の
役割が強まっています。
- テストデータのフィードバックによる歩留まり改善
- 性能・信頼性の最適化
- 製品競争力の強化
その結果、テストは単なる「品質保証工程」から「価値

創出プロセス」の一部へと変化しています。

5.　活動の課題

2025年度は講演会を契機として JEITAとの交流を開始し
ました。今後は、標準化動向や技術情報の双方向共有が課
題です。
また、技術部会傘下の専門委員会との連携を強化し、検
査技術に関する議論の範囲拡大を図ります。

6.　2026年度の活動テーマ

2026年度は、以下の2つのテーマに取り組みます。

1）アドバンストパッケージ検査の深化
継続テーマですが、2025年度の成果を踏まえて以下の点
にフォーカスして取り組みます。
- インターポーザの大型化、材料、構造変化に着目した
検査影響の詳細分析

- 標準化動向の調査と共有

2）次世代コンピューティング用半導体と検査技術
AI の進展に伴い、メモリー帯域幅・消費電力を克服する
ため、インメモリーコンピューティングをはじめとする非
ノイマン型アーキテクチャの開発が進められています。
これらはデバイス構造や検査手法に大きな変化をもたら
す可能性があるため、中長期的なロードマップと検査技術
への影響を調査していきます。

検査専門委員会　2025年度委員長　有
ある

賀
が

衛
まもる

（株式会社日本マイクロニクス）

 図1　アドバンストパッケージの製造・検査のフロー
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１．はじめに

近年のグローバルな市場環境の変化は、技術的な進化だ
けでなく、法規制への適応や持続可能な開発体制の構築に
も及んでいます。このような背景のもと、当委員会では、「技
術課題：サイバーセキュリティ」と「業界課題：制御人材
の獲得」という2つの重要テーマを活動の柱に据え、産学官
の強固な横のつながりを結集して取り組んでまいりました。
当委員会の2025年度の具体的な活動成果について総括いた
します。

２．技術課題：サイバーセキュリティ

現在、半導体製造業界が直面している最も深刻な規制環
境の変化の一つが、2027年12月に欧州市場で完全義務化さ
れる「欧州サイバーレジリエンス法（CRA：Cyber 
Resilience Act）」です。今後、欧州市場で製品を販売・展
開するためには、適合宣言書において「サイバーセキュリ
ティの必須要件を満たしていること」を客観的に明記・証
明しなければなりません。この適合宣言の根拠として重く

位置づけられているのが「脅威分析（リスクアセスメント）」
の実践です。これに対応できない場合、事実上、欧州市場
から締め出されるという、きわめて厳しい局面を迎えよう
としています。この切迫した技術課題に対し、当委員会で
は実務に直結する「実効性のある標準化プロセス」の確立
を目指して活動を展開して参りました。具体的には、半導
体業界の既定規格である SEMI-E187をベースに据え、装置
において「何を守るべきか」というセキュリティ基準の共
通化を図り、攻撃の「容易度」「強度」「蓋然性」をマトリ
クス化し、客観的にリスクを算出できる独自の評価モデル
を構築しました。さらに、このモデルが現場で機能するか
を検証するため、会員企業の実際の装置を用いたパイロッ
トケースを実施し、脅威の抽出から具体的な対策によるリ
スク低減効果の測定まで、CRAが要求する一連のプロセス
を網羅する手法を実証いたしました。

また、こうした技術的検討と並行し、経済産業省から
SEAJ に対して半導体製造装置業界のセキュリティに関す
るヒアリングの打診をいただいた際、当委員会が窓口とし
て全面的な対応を行わせていただきました。この意見聴取
を通じて、行政側が求めるセキュリティの主眼が、従来の
製品単体を対象とした「製品セキュリティ」の枠を超え、
工場全体の運用を視野に入れた「OTセキュリティ」へと
シフトしているという極めて重要な認識のアップデートを
得ることができました。当委員会では、この官民連携によっ
て得られた最新の知見や聴取結果をタイムリーにレポート
として集約し、SEAJ 会員企業へ向けて広く配信すると共
に、セキュリティを適合のための単なる「コスト」として
捉えるのではなく、グローバル市場における「競争力への
投資」へと昇華させる指針を提示できたことは、業界全体
の底上げに繋がる確実な成果であると考えています。
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３．業界課題：制御人材の獲得

半導体製造装置産業が持続的な成長を維持していく上で、
次世代を担う「制御人材の獲得」は業界全体の死活問題と
も言える共通課題です。当委員会では、この課題に対して
委員会単独の枠組みに固執することなく、SEAJ 内の「人
財開発専門委員会」との緊密な連携をはじめ、外部の主要
アカデミアである「電気学会」や「精密工学会」といった
諸団体との横のつながりを劇的に強化するアプローチを行
いました。
具体的な取り組みとして、SEAJ の公式ウェブサイト内

に「学生向け教育コンテンツページ」を新たに開設し、装
置制御の魅力や基礎技術を伝える専用の動画コンテンツを
制作・掲載しました。このコンテンツの拡散にあたっては、
電気学会に所属する大学の先生方との強固なネットワーク
を活用し、研究室や講義を通じて学生たちへ直接アプロー
チするルートを開拓しました。この試みは見事に功を奏し、
2025年7月から2026年2月までの期間において、動画の累計
視聴回数は1,237回を記録しました。分析の結果、特に学生
の就職活動時期にあたる8月から9月、あるいは学会のイベ
ント開催時期に合致してアクセス数が急増していることが
判明し、ターゲット層である学生に対してタイムリーかつ
確実にリーチできているという手応えを得ることができま
した。
また、技術交流の面においては、精密工学会の学会誌へ

の活動投稿や、2026年春季大会における特別シンポジウム
の場で当委員会の田中委員による講演を執り行い、半導体
装置業界をアピールしました。電気学会においては、PID

委員会および SCS MDI 委員会との合同技術交流会を企画
し、近年注目を集めるMBD（モデルベース開発）教育に関
する深い議論を交わしました。さらに、これらの活動の結
実として、精密工学会内に新設された「半導体製造技術ネッ
トワーク分科会」へ人財開発専門委員会と共に合流を果た
すなど、他団体を巻き込んだ強固な協力体制を構築するこ
とで、学会や大学と地続きの「人材育成エコシステム」の
基盤を作れたことは、業界のプレゼンス向上における重要
な一歩となりました。

４．おわりに

総括として、今期の装置制御技術専門委員会の活動は、「サ
イバーセキュリティの標準化」という最先端の技術課題と、
「制御人材の獲得」という長期的な業界課題の双方に対し、
「産学官の横のつながりの強化」という一貫したアプローチ
で挑み、それぞれにおいて確実な成果と実体を伴う実績を
残すことができました。このたびの「優秀賞」の受賞は、
当委員会の活動方針の正当性と、委員各位、ならびに連携
いただいた行政、学会、大学の皆様の熱意が結実した結果
であり、深く感謝申し上げます。変化の激しいグローバル
な半導体市場において、日本の製造装置産業がその圧倒的
な優位性と信頼性を保ち続けるためには、オープンな連携
と標準化戦略が不可欠です。来期もこの強固なネットワー
クをさらに進化させ、次世代の装置制御技術の発展と、持
続可能な業界の未来に向けて、委員一同、全力で活動に邁
進して参る所存であります。

装置制御技術専門委員会　2025年度委員長　鳥
とりこし

越 恒
つね

男
お

（株式会社荏原製作所）
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2025年度のサービス専門委員会の活動テーマは、事故低
減、中国市場サービス事業推進、フィールドエンジニア育
成及びスキル管理の3つのテーマ、3つのチームで活動しま
した。毎月の委員会では活動進捗を報告し、委員会のメン
バー から意見をもらい、それぞれの目標達成に向けて取り
組んできました。

2025年度のチーム活動の紹介

１）事故低減に向けた活動
事故低減に向けた活動として、VR（仮想現実）を用いた

危険予知トレーニングや体感教育等、安全教育分野への活
用を検討しました。WEBや展示会での調査に加え、VRシ
ステムの実機デモを実施しました。各システムの特徴から

現在入手出来るVR安全システムを『フルパッケージ型』『プ
ラットフォーム提供型』の大きく２種類に分類しました。
実機デモを実施したシステムについて共通の評価項目にお
いて採点を行いました。活用事例調査、各システムの特徴、
デモ集計結果等を「VR 安全教育提言書」としてまとめ、
SEAJ 会員企業様へ配布しました。

また、事故低減に向けた新しい安全治工具について、調査・
効果を検討しました。展示会調査や製品デモを実施し、事
故類型や労働者の年齢・国籍・業種をベースに分類した４
つの項目において、事故防止に有効と考えられるアイテム
を11件紹介しました。調査・活動結果を『安全治工具につ
いての調査・検討報告』としてまとめ、委員会内で共有し
ました。

２） 中国市場におけるサービス事業推進
中国市場におけるサービス事業推進活動としては、2022
年度に開設しました中国最新情報交換サイトへの投稿推進
活動として、中国滞在・留意ポイント事例集を拡充しました。
委員会各社及び現地のSEAS様から頂いた8件の事例を追加
し、合計52件の事例集となりました。また、その中から新
たに6件をイラスト付きの事例集を作成、計12件の日めくり
事例集となりました。作成した事例集はSEAJのホームペー
ジに公開しています。
また、昨年度に実施した SEAS 様との情報交換会、ヒア
リング結果をベースに現時点での状況、対策内容、新規課
題等について SEAS様、及び委員会でアンケートを実施し、
結果を共有しました。事例集と合わせ、中国訪問・滞在さ
れる皆様の安全を守る一助としてご活用頂けると幸いです。

フルパッケージ型 プラットフォーム提供型
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３）フィールドエンジニア育成及びスキル管理
フィールドサービスエンジニア（以下FSEと記す）育成、

及びスキル管理チームの活動では、FSE を育成するにあた
り、スキルの評価基準や教育カリキュラムを共有する事で、
業界全体のFSEのレベルアップに繋げる事を目的としてい
ます。FSEの業務範囲を明確化し、業務範囲毎に①FSE業
務に必要な教育、②FSE基本スキル、③自社製品に関する
スキル、④新人FSEの育成に必要なスキル、の４つのスキ
ル気分を設定しました。スキル区分毎に必要なスキル評価、
管理、教育方法、今後の課題について各社でアンケートを
実施し、結果を委員会内で共有しました。

アンケート結果から、各社共通のスキル課題を抽出し、
４つのスキル区分毎に必要な各社共通の必須スキル、習得
推奨スキルについて評価基準、教育、運用方法を検討し、

『フィールドエンジニア育成及びスキル管理提言書』にまと
め、SEAJ会員企業へ配布しました。各社でのFSE人材育成、
スキル管理に本提言書をお役立てください。

今後の活動

2026年度は、「事故低減」、「フィールドエンジニア育成及
びスキル管理」に加え、新たに「新しいサービス事業の創出」
の３つのワーキンググループでの活動を進めて参ります。 
今後もサービス専門委員会では、半導体及びFPD 製造装置
の保守サービスの品質向上とフィールドエンジニアの事故
ゼロを目指した活動を行い、業界および会員企業の皆様に
貢献出来るよう活動して参ります。

サービス専門委員会　2025年度委員長　川
かわ

島
しま

康
やす

正
まさ

（キヤノンマーケティングジャパン株式会社）
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はじめに

安全専門委員会では「安全知見の共有」をテーマに活動
しています。
2025年度は、主に以下の2つのテーマを中心に活動しまし

た。
・ヒューマンファクターズ研修会の基礎編から発展編ま
でを通した開催

・Safety- Ⅱ　『日めくり好事例集』の作成及び公開

活動報告

（1）『STOP！ヒューマンエラー』セミナーの体系的な開催
ヒューマンエラーを正しく理解し、事故・災害ゼロにつ
なげることを目的とした『STOP ヒューマンエラー』セミ
ナーでは、これまでの「基礎編」「実践編」に加え、2024年
度より新設した「発展編」まで体系的な開催をはじめて行
いました。受講者アンケートでは、内容や自社での活用に
ついて、ほぼ全員から高い評価を得ており、確かな成果を
確認しています。2026年度もセミナーを開催致しますので、
皆様のご参加をお待ちしております。

（2）災害統計結果の公開
2024年の度数率、強度率、いずれも前年から改善しており、

各社での安全対策の取り組み効果が確認されました。一方、
災害の約7割を「転倒」「腰痛」「挟まれ・巻き込まれ」が占
め、特に高齢者では重症化傾向が見られます。2025年度は、
転倒対策を継続するとともに、挟まれ・巻き込まれ災害の
防止を新たな重点課題として取り組みました。

（3）安全啓発ポスター制作
前述の災害統計結果を受け、「転倒予防」および「挟まれ・
巻き込まれ」による労働災害の発生抑止を目的とした安全
啓発ポスターを作成しました。現場における重点災害リス
クを示し、作業者一人ひとりの安全行動を促すことを意図
したものです。SEAJ のキャラクターを用い、視覚的にも
分かり易く、インパクトのあるように工夫しました。
2026年7月の全国安全週間の準備期間にあたる6月中に送
付させていただきましたので、本趣旨をご理解のうえ、本
ポスターを社内に掲示いただき、安全意識の醸成および災
害防止活動の強化にご協力くださいますようお願いいたし
ます。

（4）『日めくり好事例集』の制作
既に公開しています『日めくり事故事例集』では、実際
に発生した事故災害を題材に、再発防止を目的とした事例
紹介を行ってきました。これは Safety Ⅰの考え方に基づく
取り組みです。2025年度は、日々の作業の中で事故を未然
に防いだ行動や工夫に着目し、新たに『日めくり好事例集』
を作成しました。これは、国際的にも主流となりつつある
Safety Ⅱの考え方に基づく取り組みです。
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安全を個人の注意力に依存するのではなく、「現場でうま
くいっている工夫」を組織として共有・定着させることで、
Safety Ⅱの考え方を広げ、持続的な労働災害防止と安全文
化の高度化につなげていきます。

（5）トピックス
2024年度に公開した『転倒防止チェックリスト』が、労

働新聞社発行の専門誌『安全スタッフ』に掲載され、委員
会活動の取組が社外にも広く紹介されました。また、『日め
くり事故事例集』が事例研究安全教育の教材として活用さ
れるなど、具体的な成果を上げています。今後も、より多
くの会員企業に活用いただけるよう、積極的な周知と展開
を進めていきます。

（6）災害統計調査報告における課題
安全専門委員会では、2012年より労働災害統計の収集・
分析を継続し、業界全体の安全水準把握に活用してきまし
た。一方、近年は成果報告会等を通じて、「半導体装置業界
として、より実態に即した災害傾向を把握すべき」との声
が一層高まっています。

2024年にデータの収集方法を見直したところ、現行のデー
タでは、集計単位や対象範囲にばらつきがあり、SEAJ と
して本来把握すべき業界実態を十分に反映できていないこ
とが明確になりました。半導体及びFPD製造装置事業だけ
で見ると、より良好な結果となり、各社の高い安全意識と
取り組みの効果が確認できました。

この課題を踏まえ、今後は半導体及びFPD製造装置事業
に特化した統一的な災害データへ段階的に移行し、安全専
門委員会が主体となって、実効性ある災害統計基盤を構築
していきたいと考えています。本取り組みは、厚生労働省
の統計とは異なる枠組みとなるため、各社に一定のご負担
をお願いすることになりますが、業界全体の安全水準向上
に不可欠な取組みと考えています。本趣旨にご理解を賜り、
データ収集方法見直しに向けた協力要請について、理事各
位からのご支援と後押しをお願い申し上げます。

最後に

最後に、ヒューマンファクターズの普及に多大なご尽力
と貢献をいただいた特別委員の石橋明氏が2025年11月に逝
去されました。ここに深い感謝の意を表するとともに、謹
んで哀悼の意を表します。今後もその志を受け継ぎ、安全
知見の共有と安全文化のさらなる深化に取り組んでまいり
ます。

安全専門委員会　2025年度委員長　内
うち

田
だ

伸
しん

（株式会社 SCREENセミコンダクターソリューションズ）
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◆はじめに

当委員会は「安全教育を広げ、安全な業界を作る」を目
的に半導体、FPD製造業界でのスタンダードリーダーを目
指し、対面型の安全教育を軸に教育の改善、新しい教育コ
ンテンツの開発を通し、世界中に SEAJ 安全教育を広げ、
安全な業界を作るために活動しています。
また、デバイスメーカー様とのコラボレーションにより、

より現場の状況、要求に合致した教育コンテンツの作成を
進めています。
そして近年では半導体業界に関わる多様な業種からの受

講も増え、国内外で毎年2万人以上の方に教育を受講して頂
いており、SEAJ 推奨安全教育が着実に業界内に浸透して
きています。
SEAJ 協力企業の労働災害度数率、強度率が産業界全体
及び他の業界と比較して低い水準を維持していることは、
安全教育の成果でもあると考えています。

◆メンバー構成

昨年の活動は、委員25名、シニアトレーナー5名の30名で、
「テキスト改訂分科会」「トレーナースキルアップ分科会」「特
定教育分科会」「補助教材動画開発分科会」の4つの分科会
に分かれて活動しました。

メンバーは、芝浦メカトロニクス、荏原フィールドテック、
アルバック、アルバックテクノ、アドバンテスト、ヤマハ
ロボティクス、キヤノン、キヤノンアネルバ、キヤノントッ
キ、キヤノンマーケティングジャパン、KOKUSAI 
ELECTRIC、SCREENセミコンダクターソリューションズ、
SCREEN SPE サービス、東京エレクトロンFE、東京精密、
日新イオン機器、ニコン、ニコンテック、日総工産、プラ
イムエンジニアリングの計20社から、各社を代表する安全
のスペシャリストで構成されています。

◆2025年度の目標と結果

①テキスト改訂分科会
テキスト質問書対応31件
テキスト改訂進捗管理の改善
テキスト改訂内容比較書類を PPTへ一本化
改訂版テキスト発行

　　一般教育 R4.09
　　作業リーダー教育 R2.07

②トレーナスキルアップ分科会
メルマガ（はんぞう通信）発行5回
トレーナー養成講座開催6回

【安全教育専門委員会】 優秀賞
2025年度SEAJ活動成果報告
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スキルアップセミナー開催1回
　　テーマ：閉鎖空間（6章）
　　外部講師：巴商会様、興研様、理研計器様、
　　　　　　　ヘルツ電子様
トレーナーの心得スペシャル講座開催1回
マスタートレーナーデモ講義実施4回

③特定教育分科会
A1/A2 更新教育実習教材動画化

　　A1：3例
　　A2：6例
補助教材として

　　動画コンテンツ運用開始

④補助教材動画開発分科会
一般教育の基本部分のコンテンツを委員会メンバー向
けにリリースし全182スライドの重要ポイント説明を
ブラッシュアップ
応用部分のコンテンツ制作

　　・リスクアセスメントの詳細説明
　　・緊急時対応の説明
　　・基礎4ラウンド法の説明
　　・事故事例の解説

AI アニメーションによる動画コンテンツ

◆2026年度の活動

1） 発生した事故の型による重点教育項目の検討、展開
2）  トレーナー育成、能力向上講習会の実施 ⇒ トレーナー
養成講座、プレ講座、スキルアップセミナー、ティーチバッ
ク大会
3）  教育コンテンツの作成⇒  特定教育の新規要素追加、新
コンテンツの作成
4） 最新の教育資料提供⇒  テキストの改訂、リリース
5）  補助教材動画開発の推進⇒ テキスト及び説明資料等新コ
ンテンツの開発

◆おわりに

労働災害の約8割は「ヒューマンエラー」など人間の不安
全な行動が原因と言われています。
その背景には安全教育不足による知識・意識の欠如があ
ります。
教育は、危険の認識力向上、手順の遵守、安全意識の醸
成を通じて、ヒューマンエラーや管理体制の不備による事
故を防ぐ重要な役割を果たします。
昨今はAI 技術の躍進により、人間の仕事が無くなると
言われていますが、半導体、FPD製造業界の現場で働く人々
の仕事は無くなるどころか増加すると考えられます。
また高年齢労働者の増加への対応も今後不可欠となって
います。
安全教育専門委員会は、今後も「如何にして人の心を動
かし、行動を変えられるか」をテーマに、人の行動心理に
アプローチし、不安全行動を起こさせないための効果的な
教育コンテンツの作成と人材育成に取り組み、労働災害撲
滅を目指して活動していきます。

安全教育専門委員会　2026年度委員長　高
たか

畠
ばたけ

浩
ひろ

志
し

（株式会社荏原フィールドテック）
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はじめに

私たち環境情報専門委員会は2002年に発足して以降、国
内外の環境法規制に関連する情報を収集し会員企業の皆様
に役に立つ情報を発信することを中心に活動してまいりま
した。環境法規制のトレンドとなりうる欧州の規制を中心
に日々状況把握をしておりますが、その中でも最近は2023
年に次いで2度目のコンサルテーションが実施された欧州
REACH規則での PFAS（有機フッ素化合物）制限案の動
向について、特に着目しております。
各国で制定される法規制や国際条約での動きは日常の企

業活動の中で把握するには負担が大きく、業界団体がその
業界に関連する情報を精査し配信することは、会員企業が
効率よく情報を入手でき有益であるといえます。法令違反
による企業リスクを低減するためにも、当委員会よりタイ
ムリーな情報配信を行ってまいります。

活動内容の紹介

当委員会のメンバーは、19もの会社から35名の委員が参
加し、事務局の3名を加えて、合計38名で活動を行ってまい
りました。「環境に対する幅広い法規制情報を入手し、タイ
ムリーに会員企業へ有用な情報を提供する」を活動テーマ
に掲げ、業界への影響の大きい情報の発信やセミナーの企
画などをしております。また、制定 /改定される法規制で
行われる意見募集に対して、業界への影響を緩和すること
を目的に、パブリックコメントとして意見出しをするなど
の予防的な活動も最近は増えてきました。これらの活動を
通じて会員企業の皆様のみならず、業界全体に対して貢献
できるよう取り組んでおります。

2025年度活動成果

①　環境法規制情報の収集及び会員企業への発信
国内の環境法規制の情報、半導体 /FPD製造装置にかか

わる製品含有化学物質の規制に関する法規制情報を中心に、
毎月開催している委員会で討議して重要な情報を吟味し、
コメントを加えNEWS FLASHとして SEAJ のホームペー
ジに掲載しています。2025年度は30件掲載しました。
法規制を見やすく一覧表にまとめた“法規制マップ”に

ついて、今年度もアップデートを行いました。さらに主要
な法規制について一問一答形式で解説する FAQは、今年
改定された中国RoHS について更新しました。

中国RoHSに関する FAQ

②　環境セミナーの開催
（一社）日本真空工業会（JVIA）と合同で開催している
環境教育講座【基礎編】は2014年に始まり、今年度で12回
目となりました。昨年度に引き続き、今年度もウェビナー
形式で開催し、98名の聴講者に参加いただきました。
また、今回初めてのオンデマンド配信を実施し、振り返

りの学習として活用してもらえるような工夫も加えました。
セミナー実施後のアンケートでは98%のポジティブ回答

をいただきました。

環境教育講座　講演テーマ

また、毎年会員企業各社における関心の高い法規制の解
説を外部から講師をお招きして開催している環境法規制セ
ミナー【応用編】ですが、昨年度に引き続きウェビナー形
式で開催し、104名の聴講者に参加いただきました。
セミナー実施後のアンケートでは95%のポジティブ回答
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をいただきました。

セミナー資料表紙

③　法規制当局への提案と他団体との連携
環境法規制に対するパブリックコメントとしての意見出

しは、主に当委員会が参加している医療・計測・分析・制
御機器関連工業会連絡会（呼称：カテゴリ8&9連絡会）に
て作成する意見書へのサポートおよびエンドースにて行っ
ており、2025年度は38件表明しました。

エンドース状況

１）EU_REACH規則 PFAS制限案への意見投入
これらに加え、今年度は EU REACH規則 PFAS 制限案
に対する SEAJ 単独の2度目の意見出しを実施し、同じ半導
体業界団体である SEMI と整合の取れた意見を投入しまし
た。
3月から約20名の有志メンバーによる PFAS パブコメ対

応タスクフォースを立ち上げ、5/25に意見投入を実施しま
した。活動の中でカテゴリ8＆9連絡会はじめ関連団体から
サポートを受け、FCJ（日本フルオロケミカルプロダクト
協議会）のセミナー等から効果的な意見出しのための情報
を収集し、同じ半導体団体である SEMI と連携し整合を取
りつつ日本の半導体製造装置としての意見をまとめ、SEAJ

単独で EUの期限内に意見投入することができました。

PFAS意見投入活動内容

２）SEMI/SEAJ Joint Meeting 開催
また、コロナ禍で中断されていた、SEMI との Joint 
Meeting を今年度復活させることができました。今回のEU 
PFAS パブコメ対応をはじめ両団体の得意分野を生かし、
今後必要な時に連携できる関係を築くことができました。

SEMI/SEAJ Joint Meeting の様子

今後の活動

上述しました EU REACH規則 PFAS 制限案パブコメへ
の回答については、2026年末に EU委員会による改定案が
公表される見込みです。半導体関連業界による意見が改定
案にどのように反映されるのかを注視していきます。
2025年度は、多くの団体とより深く関わり日本や半導体

関連業界のワンボイスとして意見を打ち込む基盤ができ、
その活動を通して委員会全体のレベルアップにつながった
と感じています。今後も、他団体と連携しながら、会員企
業にとって有益な活動を展開していきます。

環境情報専門委員会　2025年度委員長　山
やま

谷
たに
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（株式会社 SCREENセミコンダクターソリューションズ）
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■始めに

エネルギー効率利用専門委員会では、エネルギーを起点
に世の中の変化に柔軟に対応した様々なテーマを扱って、
半導体産業から社会に貢献しています。専門家の鋭い視点
や多角的な討論から難題に正面に向き合い、議論してきま
した。そして異種格闘技戦さながら先行業界や他団体から
積極的に学びを得て、非競争領域での協力を広げてきた活
動をご紹介します。

■エネルギー効率利用専門委員会

構成メンバーは14名で、アドバイザーとして多分野の専
門家が所属する自由でユニークな専門委員会です。

エネルギー効率利用専門委員会の構成メンバー

■活動成果

2025年度は原点回帰。カーボンニュートラルシンポジウ
ムは基本の“省エネルギー”に焦点を当て、かつ半導体業
界団体戦での活動開始となりました。非競争領域での協力
体制からサプライチェーン全体での環境対応促進に繋がり、
半導体製造装置産業の振興と発展に貢献ができました。環
境に関する意見交換会は、半導体業界オンリー1の生の意見
交換や相談ができる場として確立。カーボンニュートラル
シンポジウムはクロスオーバー対話から多くのヒントが生
まれました。大成建設様の建築業界での最先端活動は良い
お手本であり、省エネルギーセンター様の中小企業対応事
例は実践的で、今後が待望される充実度でした。アウトプッ
ト「環境ロードマップ」はリアルタイムの業界進捗の把握
と悩める自社のポジションを再確認する指標となりました。
そして専門委員会としての提言は「全体最適視点では省

エネルギーは可能であり、今できる事を着実に進める」です。
課題は半導体業界としてのベクトルを合わせた統合活動へ

の移行です。次期目標は半導体業界全体の実践的な活動推
進であり、シンポジウムと意見交換会の深化で有効かつ実
践的な情報を共有し、環境対応を自分ゴトとして行動変容
を促す「教育コンテンツ」の作成です。

■環境に関する意見交換会

第6回　2025年8月29日開催
第6回環境に関する意見交換会は、委員企業のリアルな悩
みを議題に取り入れ、環境を直接業務とする方々も交えて、
4つのテーマのグループ討議形式と、他では見られない非公
開会議です。時間が足りなかった昨年の反省を踏まえ、発
表より討議に重きを置く事で議論が活性化し、生の意見交
換の場として本音の議論になりました。企業の垣根を超え
て悩みを共有しながら知見を広め、懇親会で盃を交わせば
同じ志を持つ仲間になります。

環境に関する意見交換会

■カーボンニュートラルシンポジウム

第5回　2026年3月13日開催
第5回カーボンニュートラルシンポジウムは、業界も職種
も多様な参加者の間で交わされるクロスオーバーな対話か
ら、多くのヒントが生まれる有効な場でした。激動の世の
中だからこそ委員会活動の原点回帰として“省エネルギー”
をテーマに据えました。
SEAJ 作成の「環境ロードマップ」で業界動向を把握。
次に異業種最先端の活動を伺い、SEAJ よりエネルギーの
基礎の講演後に省エネルギーセンター様の省エネルギー支
援及び実例紹介、と全てが繋がるシンポジウムになり参加
者から賛辞を受けました。当然、懇親会で盃を交わせば仲
間です。
大成建設様は日本最先端の活動で、“ネットゼロ”の思想



SEAJ Journal 2026. 9 No. 194 65

を適用し沖電気本庄工場で大規模生産施設として国内初の
ZEB認証を取得。更に建築から廃棄までライフサイクルで
ネットゼロを目指した ZCBなど、世に無いなら新たに規格
を作る力強さがあります。同社が提唱する「ヴォルテック
スエコノミー」は世の中の数歩先を行く思想で、周囲を巻
き込みながら進める手法は半導体業界でも大いに参考にな
る学ぶべき取り組みです。
SEAJ からは＜エネルギーの基礎の考え方＞とまだ省エ
ネルギーが可能であることを説明。省エネルギーセンター
様からはカーボンニュートラルに向けた中小企業の省エネ
推進について、各種支援と具体的な実例をお話いただき、
サプライチェーン全体で環境対応を進める取り組みを始め
るため、大いに参考になりました。実際の取引サプライヤー
様もお招きしました。裾野の広い半導体のサプライチェー
ン全体での環境活動は業界の重要課題です。

カーボンニュートラルシンポジウム　全体感

カーボンニュートラルシンポジウム講演について

■環境ロードマップ

再生可能エネルギー導入計画とGHG削減目標をまとめた
環境ロードマップは、業界動向の把握と旬の変化状況が把
握できるよう整理した情報です。そして業界でも対応がバ
ラバラで正解のない中において自社のポジション確認に大

いに役立ちました。自社の環境戦略でネットゼロが実現可
能と自信ある方は除き、委員会の見学参加はいかがでしょ
うか？
GHG Protocol Scope3の対応は各社にて試行錯誤が見られ
ます。取引企業全て含む「バリューチェーン」の言葉が登
場して顧客動向には注視が必要です。2年前よりグローバル
大手企業は対応が加速しています。更に今はエネルギー争
奪戦です。生成AI に牽引される生産拡大と環境考慮の相
反する難しい舵取りも求められる中、増産とピークアウト
を同時に目標に据える企業方針は注目です。
再生可能エネルギー導入は方法もタイミングも三者三様
です。ただし、環境対応含む企業のESG対応の目的が「法
規」と「エネルギー安全保障」の重視と状況は刻一刻と変
化しています。その結果、次第にESG対応が「Business の
入場券」から「会員権」になっていくと想定されます。

■総括

エネルギー効率利用専門委員会の2025年度は、原点回帰
として、地に足のついた活動を提言し、専門委員会として
俯瞰した視点で基礎としての省エネルギーの重要性とその
ための全体最適の各種連携を呼び掛けています。エネルギー
関連は非常に専門的で難しいものの人類が生きていく上で
も避けて通れない、一部の専門家と担当者だけでなく全員
で取り組む共通課題です。
継続は力です。
社会情勢を鑑みて取り上げた将来の企業の死活問題にな
る課題に対峙し、企業間の枠組みを超えた非競争領域での
協力体制を構築しながら一歩ずつ前進しています。今後の
活動に多大なるご協力をお願いします。

専門委員会の変遷

エネルギー効率利用専門委員会　2025年度委員長
望
もちづき

月 信
のぶあき

明（株式会社アルバック）


